
（別紙）

この方針は，相当程度の財政的なリスクが存在する第三セクター等と関係を有する地方公共団体が，

当該第三セクター等の抜本的改革を含む経営健全化のための方針を定めるものである。

１　作成年月日及び作成担当部署

　　作成年月日　 令和元年７月９日

　　作成担当部署　京都市産業観光局商工部伝統産業課

法人名 一般社団法人京都国際工芸センター

代表者名 理事長　黒竹　節人

　　所在地 京都市東山区祇園町北側２７５　祇園くろちくビル１階

　　設立年月日

資本金

業務内容 京都の地域産業及び文化振興の一端として，工芸産業の指導，育成を行い，調査研究，国際交流，

情報交換など工芸に関する事業を通じて工芸の振興を図るとともに，併せて広く国民生活に寄与する

ことを目的とする。

３　経営状況，財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与

４　抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討

５　抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応

（参考）

６　法人の財務状況

70,000千円　【当該地方公共団体の出資額（出資割合）30,000千円（42.9％）】
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２　第三セクター等の概要
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第三セクター等経営健全化方針

　一般社団法人京都国際工芸センター（以下「当該法人」という。）においては，平成28年度に，現在地である祇園への移転に際し
て，有利子負債を削減するため資産を売却するとともに，それを原資として長期借入金を返済したが，当該資産売却に伴う消費税
納税等の一時的な経費が膨らみ，平成28年度の単年度収支において大幅な赤字を計上した。
　平成29年度に入り，収益増強の取組を進めた結果，常設セレクトショップとアートギャラリーの合計売上高は前年比24％増となっ
たものの，売上高は移転前の平成27年度と比べても86.3％にとどまるなど，財務状況は依然として厳しく，債務超過の状態が続い
ている。
　京都市の当該法人に対する出捐金については，出資金とは異なり請求権を有さず，かつ，社員でもないため議決権を行使できな
いなど，経営に主導的な立場ではないが，同じく出捐者である京都府とともに，定時総会等の席で法人役員に対して，直接経営改
善を要請してきたところである。

　平成29年度の収支状況を踏まえ，法的権限は限られているものの，同じく出捐者である京都府と連携して，当該法人に対して個
別に実地調査及び改善要請を行い，当該法人の協力も得ながら，累積赤字の解消策や事業内容の抜本的見直しを盛り込んだ，
実効性ある経営健全化の取組を策定するよう指示してきたところである。
　この要請を受けて，令和元年6月19日の総会において，当該法人の財務改善方針が決議されたところであり，6月中には，債務
相当の資金調達がなされ，7月末までに債務超過の状態が解消される見込みである。

　法的権限は限られているものの，京都府と連携して，新たに策定された中期経営計画及び財務改善方針の着実な遂行を要請す
るとともに，必要に応じて，本市及び京都府の既存の中小企業支援制度の活用を促しながら，引き続き伴走支援を行い，今年度
以降は単年度収支の黒字化を目指す。
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